





















































































































































































































































































































































































































































（14）　江頭・中村『論点体系 会社法 3（第 2版）』〔徳本担当〕（第一法規・2021年）50頁。
（15）　大森・矢沢『注釈会社法（ 4）』（有斐閣・1968年）400頁。
（16）　今井潔「株主総会の決議による取締役解任」平出慶道『現代株式会社法の課題』（有斐閣・
1986年）346頁以下。
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示す一事例を追加したものと位置付けるコメントもある（17）。それによれば、そ
の内容がなんであるにせよ解任の正当な理由があると疑われているような役員
は自己の責めだけに帰せられない事情、つまりそれが正当な理由との因果関係
がないことの主張・立証をすれば裁判所にそれを汲んでもらえる可能性がある
ことが示唆される。
　しかし、「解任決議に正当な理由がない」としても、残任期の報酬が期待権
として常に満額保障されると解すべきではない。本件のように役員間、とりわ
け代表取締役と取締役との人間関係の破綻は会社のガバナンスの規律に緩みを
もたらしかねない事態である。
　よって本件の場合、役員間の人間関係破綻の原因が業務執行行為と無関係で
あるとしても、取締役の職務上の地位に基づく誠実義務に違反がなかったかど
うかを精査し、損害賠償額は役員の誠実義務違反の割合によって過失相殺を認
めるべきであろう。会社法339条の法的性質としての法定責任説の下でその過
失相殺が認められるかは明らかではないが、少なくとも不法行為責任説や債務
不履行責任説の下ではそのような構成は可能であろう（民418条、722条 2項）。
　なお、実務上の留意点として役員を任用する場合、役員間の関係が後に不仲
となる場合に備えて任期は短めにしていた方がよく、そうすれば「正当な理由
なく」解任した場合の損害賠償負担額を軽減する効果があるといえよう。
（本判例研究は2021年 1月14日、早稲田大学商法研究会で報告したものである。）
 ―くすもと　じゅんいちろう・東洋大学法学部教授―
（17）　本判決のコメント・前掲注 4、51頁。
58
「役員間の不仲だけでは取締役解任決議が『正当な理由』とはならないとされた事例」〔楠元純一郎〕
